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○港区保育室事業実施要綱 

平成１９年８月１日 

１９港子子第１６５２号 

（目的） 

第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第３９条の規定による保育

所（以下「認可保育所」という。）に対する区民の保育需要の急増を受け、保育を必要と

する児童に対し、港区保育室事業を実施することにより、認可保育所を補完し、もって区

民が安心して子育てができる環境を整備することを目的とする。 

（事業内容） 

第２条 事業の内容は、次のとおりとする。 

（１） 児童福祉法第２４条第１項の規定に基づく保育に準じた保育（以下「基本保育」

という。）の実施に関すること。 

（２） 基本保育を実施する時間に引き続いて行う保育（以下「延長保育」という。）の

実施に関すること。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事業 

（開設） 

第３条 区長は、別表第１のとおり港区保育室を開設し、事業を実施する。 

（利用できる者） 

第４条 事業を利用できる者は、次の各号のいずれかに該当する児童の保護者とする。 

（１） 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法」という。）第２０

条第１項の規定により、原則として、法第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する旨の認定を受けた児童 

（２） 前号に掲げる者のほか、区長が適当と認める児童 

（休業日） 

第５条 事業の休業日は、次のとおりとする。ただし、区長が必要と認めるときは、臨時に

休業することができる。 

（１） 日曜日 

（２） 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に定める休日 

（３） １月２日及び同月３日並びに１２月２９日から同月３１日まで 

２ 前項の規定にかかわらず、区長が必要と認めるときは、休業日を変更することができる。 

（利用時間） 
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第６条 事業の利用時間は、午前７時１５分から午後８時１５分までとし、基本保育につい

ては、午前７時１５分から午後６時１５分まで、延長保育については、午後６時１５分か

ら午後８時１５分までとする。ただし、区長が必要と認めるときは、利用時間を延長し、

又は短縮することができる。 

（保育の実施基準） 

第７条 保育室における保育の実施基準については、港区保育の実施に関する条例（昭和６

２年港区条例第７号。以下「条例」という。）第２条の規定を準用する。 

（保育室の利用手続等） 

第８条 保育室の利用手続等については、港区保育の実施に関する条例施行規則（平成１０

年港区規則第９３号。以下「規則」という。）第３条から第５条まで、第６条から第１１

条第１項まで、第１４条及び第１５条の規定並びに港区保育の実施に関する事務取扱要綱

（昭和５５年港区要綱第１６３号。以下「要綱」という。）第２条から第１１条まで、第

１３条から第１４条まで及び第１５条の２から第１８条までの規定を準用する。 

（入所の停止） 

第９条 児童が保育所に入所後、疾病のため一時的に通園できなくなった場合は、保護者か

らの退（休）園届（規則第７号様式）に基づき、３か月を限度として入所を停止すること

ができる。休園期間が長期にわたる場合は、児童の入所を解除するものとする。 

２ 前項の規定により停止又は解除を行った場合は、保護者及び保育園長に、その状況に応

じて保育所利用終了通知書（規則第８号様式）により通知する。 

３ 停止又は解除を行った場合には、原則として退（休）園届を受理した翌月の初日をもっ

て認定する。ただし、受理日が月の初日のときは、その月から認定する。 

４ 第１項の規定によるほか、保育所の運営上に起因（伝染病・集団中毒・災害の発生等）

して通園できない場合については、区の判断により入所を停止することができる。 

（基本保育料の徴収） 

第１０条 区長は、第２条第１号に規定する事業の実施を行ったときは、当該事業の実施が

されている児童の扶養義務者から、当該児童の年齢等に応じて定める費用（以下「基本保

育料」という。）を徴収する。 

２ 前項の規定にかかわらず、入所の停止期間中においては、徴収しない。 

（給食費の徴収） 

第１０条の２ 区長は、第２条第１号に規定する事業の実施を行ったときは、当該事業の実

施がされている児童（法第１９条第２号に掲げる小学校就学前子どもに限る。）の扶養義
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務者から、食事の提供に要する費用（以下「給食費」という。）を徴収する。 

２ 前項の規定にかかわらず、入所の停止期間中及び給食の停止期間中においては、徴収し

ない。 

（基本保育料の額の決定） 

第１１条 第１０条の規定により徴収する基本保育料の額は、法第３０条の４第２号に掲げ

る小学校就学前子どもにあっては３７，０００円と、法第３０条の４第３号に掲げる小学

校就学前子どもであって、条例別表第１及び別表第２における階層区分A階層及びB階層の

世帯に属する児童にあっては４２，０００円とする。ただし、月の途中において入所を解

除した子どもに係る基本保育料の額は、当該月において第２条第１号に掲げる事業を利用

した日数を基礎として日割りによって計算して得た額とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第２０条第３項に規定する保育必要量（以下「保育必要量」

という。）が１日当たり１１時間までの区分に該当する児童の基本保育料の額は別表第２

に定める額と、１日当たり８時間までの区分に該当する児童の基本保育料の額は別表第３

に定める額とする。 

３ 前項に規定する別表第２及び別表第３の階層区分については、条例別表第１における階

層区分を適用する。 

４ 前２項に規定する額の決定については、区外在住者を除き、条例第４条第２項各号の規

定を準用する。 

（給食費の額の決定） 

第１１条の２ 第７条の２により徴収する給食費の額は、条例別表第３に定める額を準用す

る。 

２ 前項の規定にかかわらず、区外在住者を除き、条例第４条第２項各号に掲げる児童に係

る給食費は無料とする。 

（延長保育の実施） 

第１２条 延長保育の実施は、入所決定された満１歳以上の児童のうち、保護者の勤務時間

（通勤時間を含む。）を考慮し、保育時間の延長が真にやむを得ないと福祉事務所長（以

下「所長」という。）が認めた者について行うものとする。 

２ 延長保育を実施する時間は、保育必要量が１日当たり１１時間までの区分に該当する児

童にあっては午後６時１５分から午後８時１５分までと、１日当たり８時間までの区分に

該当する児童にあっては午前７時１５分から午前９時まで及び午後５時から午後８時１

５分までとする。 
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（延長保育の決定） 

第１３条 所長は、規則第５条の３の規定による申込みがあった場合の利用決定は、次に掲

げる者を除き、受入れ可能な員数の範囲内で申込み順に承認を行うものとする。 

（１） 延長時間以後においても保護者が保育に当たれない者（常態としてベビーシッタ

ー等が迎えに来る場合を含む。）。ただし、ひとり親世帯については、この限りではな

い。 

（２） 区外在住者 

（３） 就職内定者 

（４） ならし保育期間の者 

（５） 障害児等で通常とは別の職員体制がとられている者 

（６） 勤務終了後に就学、技能取得している者 

２ 所長は、規則第５条の３の規定による申込みがあった児童について、予定の実施場所に

おいて面接及び健康診断を受けさせ、適当と判断されたときは延長保育の実施を決定する。

ただし、延長保育を実施する児童が在園児の場合等であって、面接及び健康診断を受けさ

せる必要がないと認めるときは、これを省略することができる。 

（延長保育料） 

第１４条 延長保育の利用の申込みをした保護者は、事業者に延長保育料を支払わなければ

ならない。 

２ 前項の規定により事業者が徴収する延長保育料の額は、条例別表第４に定める額を準用

する。 

付 則 

この要綱は、平成１９年８月２１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２０年１１月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年１月１５日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２３年５月１日から施行する。 

付 則 
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この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年９月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２４年１２月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２５年１２月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年９月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成３０年９月１日から施行する。 

付 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和元年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱による改正後の港区保育室事業実施要綱第１１条第２項の規定は、令和２年４

月１日以降の基本保育料（同要綱第１０条第１項に規定する基本保育料をいう。以下同

じ。）から適用し、同年３月分までの基本保育料については、なお従前の例による。 

付 則 
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１ この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区保育室事業実施要綱第１１条第３項及び第１１条の２第

２項の規定は、令和２年４月１日以降の基本保育料（同要綱第１０条第１項に規定する基

本保育料をいう。以下同じ。）及び給食費（同要綱第１０条の２第１項に規定する給食費

をいう。以下同じ。）から適用し、同年３月分までの基本保育料及び給食費については、

なお従前の例による。 

付 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱による改正後の港区保育室事業実施要綱第１１条第２項の規定は、令和３年４

月１日以降の基本保育料（同要綱第１０条第１項に規定する基本保育料をいう。以下同

じ。）から適用し、同年３月分までの基本保育料については、なお従前の例による。 

付 則 

この要綱は、令和３年８月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

付 則 

 この要綱は、令和４年８月１日から施行する。 

   付 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

名称 位置 

港区青南保育室 東京都港区南青山四丁目１９番１８号 

港区たまち保育室 東京都港区芝浦三丁目４番１号グランパークプラザ棟

２階 

港区桂坂保育室 東京都港区高輪三丁目１９番３６号 

港区芝浦橋保育室 東京都港区芝浦四丁目６番８号田町ファーストビル２

階 

港区志田町保育室 東京都港区白金一丁目１１番１６号 

港区南麻布三丁目保育室 東京都港区南麻布三丁目５番１５号 

港区第二青南保育室 東京都港区南青山四丁目１９番５号 

港区五色橋保育室 東京都港区海岸三丁目５番１３号 
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港区芝公園二丁目保育室 東京都港区芝公園二丁目１２番１０号 

港区白金三丁目保育室 東京都港区白金三丁目７番１３号 

別表第２（第１１条関係） 

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分 徴収月額（児童単位） 

３歳未満児の場合 

C １ 円

１，９００

２ ２，４００

３ ２，９００

D １ ６，９００

２ １１，９００

３ １３，９００

４ １６，９００

５ ２０，９００

６ ２３，４００

７ ２５，９００

８ ２８，４００

９ ３０，４００

１０ ３２，４００

１１ ３４，９００

１２ ３７，９００

１３ ４２，４００

１４ ４５，４００

１５ ４８，４００

１６ ５０，９００

１７ ５３，４００

１８ ５６，４００

１９ ５９，４００

２０ ６２，４００

２１ ６５，４００
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２２ ６８，４００

２３ ７１，４００

２４ ７４，４００

２５ ７７，４００

２６ ８０，４００

２７ ８２，４００

２８ ８４，４００

２９ ８６，４００

３０ ８８，４００

備考 

１ ３歳未満児として入所した児童については、当該年度中は同一年齢とみなしてこの

表を適用する。 

２ この表において「均等割」とは、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２

条第１項第１号に規定する均等割をいう。 

３ この表において「所得割課税額」とは、地方税法第２９２条第１項第２号に規定す

る所得割の額をいう。ただし、当該所得割の額を計算する場合には、区規則で定める

ところにより、同法の規定を適用する。 

４ ４月分から８月分までの基本保育料におけるこの表の適用については、同表中「当

年度分」とあるのは、「前年度分」と読み替えるものとする。 

別表第３（第１１条関係） 

各月初日の在籍児童の属する世帯の階層区分 徴収月額（児童単位） 

３歳未満児の場合 

C １ 円

１，８００

２ ２，３００

３ ２，８００

D １ ６，７００

２ １１，６００

３ １３，６００

４ １６，６００
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５ ２０，５００

６ ２３，０００

７ ２５，４００

８ ２７，９００

９ ２９，８００

１０ ３１，８００

１１ ３４，３００

１２ ３７，２００

１３ ４１，６００

１４ ４４，６００

１５ ４７，５００

１６ ５０，０００

１７ ５２，４００

１８ ５５，４００

１９ ５８，３００

２０ ６１，３００

２１ ６４，２００

２２ ６７，２００

２３ ７０，１００

２４ ７３，１００

２５ ７６，０００

２６ ７９，０００

２７ ８０，９００

２８ ８２，９００

２９ ８４，９００

３０ ８６，８００

備考 

１ ３歳未満児として入所した児童については、当該年度中は同一年齢とみなしてこの

表を適用する。 

２ この表において「均等割」とは、地方税法第２９２条第１項第１号に規定する均等
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割をいう。 

３ この表において「所得割課税額」とは、地方税法第２９２条第１項第２号に規定す

る所得割の額をいう。ただし、当該所得割の額を計算する場合には、区規則で定める

ところにより、同法の規定を適用する。 

４ ４月分から８月分までの基本保育料におけるこの表の適用については、同表中「当

年度分」とあるのは、「前年度分」と読み替えるものとする。 


